
     

 

平成２８年度東京都税制調査会 

第３回 小委員会  

[地方税体系のあり方に関する資料] 

 

平成２８年９月５日 

 

資料３  



資　料　名　 頁

政治・経済・都政の動向と主な税制改正① 1

政治・経済・都政の動向と主な税制改正② 2

国・地方の税源配分 3

国税・地方税の税収内訳（平成28年度予算・地方財政計画額） 4

地方税の税収内訳（平成28年度地方財政計画額） 5

地方税収（地方財政計画ベース）の推移 6

主要税目（地方税）の税収の推移 7

地方財政の果たす役割 8

地方財政計画（通常収支分）の歳出の分析 9

地方税収と地方財政の財源不足の状況 10

平成28年度地方財政収支 11

国・地方の主な税目及び税収配分の概要 12

「地方税体系のあり方に関する資料」　目次



注１        は、都政又は都独自の税制改正に係る事項である。 

 ２ 「固定」は固定資産税、「都計」は都市計画税である。 

政治・経済・都政の動向と主な税制改正① 

年度（平成）

12 ○ 法定外目的税の創設、法定外普通税が協議制へ

(都) 自動車税…超過不均一課税制度導入

(都)銀行外形課税開始、東京都税制調査会設置、不正軽油撲滅作戦開始 (都) 固定・都計…新築住宅減免の創設

13 ○ 米国同時多発テロ等による世界的な景気減速 ○ 自動車税…環境への影響に応じた特例措置（グリーン化）の創設

14 ○ 年度後半の経済減速や株価低迷等により、景気は長期停滞傾向 (都) 宿泊税の導入

(都)個人都民税の直接徴収開始 (都) 固定・都計…小規模非住宅用地減免の創設

15 ○ 輸出・生産回復などから企業収益改善、株価は持ち直し ○ 法人事業税…外形標準課税制度の創設（16年度から適用）

○ 日本郵政公社発足、首都圏ディーゼル車規制開始 ○ 事業所税…新増設に係る事業所税の廃止

(都)銀行外形課税（H12-15）訴訟和解 ○ 不動産取得税…税率の引下げ（4％→3％）

16 ○ 世界経済の回復、企業収益大幅改善により景気は堅調に回復 ○ 所得譲与税創設（本格的な税源移譲までの暫定措置）

(都) インターネット公売・コンビニ納税開始 ○ 固定…条例減額制度の創設

17 ○ 民間需要中心の緩やかな景気回復が継続 ○ 個人住民税…定率減税を1/2に縮減

○ 耐震強度偽装問題 ○ 法人事業税…分割基準見直し（本社管理部門1/2廃止等）

(都)新銀行東京開業、首都大学東京開学、自動車のタイヤロック開始 (都) 固定・都計…負担水準65％超の商業地等に係る軽減

18 ○ 海外経済拡大により輸出が増加し、企業収益や設備投資が好調に推移

○ 地方分権改革推進法成立

(都) 「10年後の東京」策定 ○ 固定…評価替えに伴う負担調整措置見直し（負担水準の均衡化促進）

19 ○
米サブプライムローン問題を発端に市場が混乱、資源価格高騰、円高
進行

○ 個人住民税、個人事業税、法人事業税…減価償却制度の見直し

○ 年金記録問題 ○ 固定…バリアフリー改修に伴う減額制度

個人住民税…3兆円規模の税源移譲に伴う10％比例税率化（19年度か
ら適用）、定率減税廃止

政治・経済・都政の動向 主な税制改正

地方分権一括法施行…機関委任事務制度の廃止、国の関与の新しい
ルールの確立等

○

○

三
位
一
体
改
革

網掛けの項目 
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政治・経済・都政の動向と主な税制改正② 

年度（平成）

20

○ 後期高齢者医療制度施行 ○ 個人住民税…寄付金税制の拡充

21 ○ 設備投資・住宅投資・輸出が大幅に減少し、2年連続のマイナス成長

○ 企業収益の悪化等により、都税収入は過去最大となる約1兆円の減収

○ 民主党へ政権交代、地方分権改革推進計画（閣議決定） (都) 住宅耐震化促進税制、省エネ促進税制、次世代自動車促進税制

22 ○ 年度前半まで景気が緩やかに持ち直し3年ぶりのプラス成長

○ 東日本大震災発生（23年3月）以降、経済活動は急激に落ち込み

23 ○ 欧州政府債務危機による世界経済の減速、歴史的円高

○ 復興財源確保法成立

24 ○ 年明け以降、円安・株高の進展等景気は回復の兆しへ

○ 社会保障と税の一体改革関連法成立、自民党政権復帰

25 ○ 企業収益改善や個人消費増加により景気回復基調が持続 ○ 個人住民税…上場株式等に係る配当等に対する軽減税率の終了

○ 2020年夏季五輪東京開催決定 (都) 不燃化特区支援税制の導入

26 ○ 消費税率引上げ（4月）の影響等で年度前半はマイナス成長 ○
法人事業税の暫定措置の一部復元による標準税率引上げと地方法人
特別税の規模縮小

○ 地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策

(都)東京都長期ビジョン策定

27 ○ 社会保障・税番号（マイナンバー）制度関連法施行 ○ 法人事業税…外形標準課税の拡大及び所得割標準税率の引下げ

○ 訪日外国人観光客数が3年連続で過去最高を更新 ○ 地方消費税…税率（国・地方）の引上げ時期の変更（29年4月）

法人住民税法人税割の地方交付税原資化による標準税率等引下げと
地方法人税の創設

道路特定財源の一般財源化により、自動車取得税・軽油引取税を目的
税から普通税に改め、使途制限を廃止

米リーマンショックを契機とする世界金融危機の影響を受け、年度後半
以降急速に景気が悪化

消費税を含む抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法人
事業税の一部を分離し、地方法人特別税・譲与税を創設

○

震災と逆転国会の影響で、23年度税制改正は分離・修正され23年6月・
11月に成立

個人住民税…一般扶養控除（年少分）の廃止、特定扶養控除の上乗せ
見直し（24年度分から適用）

固定・都計…評価替えに伴う税負担の調整措置（住宅用地の据置特例
について段階的に廃止）

政治・経済・都政の動向 主な税制改正

○ ○

○

○

○

○
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注１        は、都政又は都独自の税制改正に係る事項である。 

 ２ 「固定」は固定資産税、「都計」は都市計画税である。 

網掛けの項目 
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国・地方の税源配分について

年 度 租税総額 国 税 地 方 税

H18 ８９．９兆円
５４．１兆円
〔60.2％〕

３５．８兆円
〔39.8％〕

H19 ９２．２兆円
５２．７兆円
〔57.1％〕

３９．５兆円
〔42.9％〕

H20 ８４．７兆円
４５．８兆円
〔54.1％〕

３８．９兆円
〔45.9％〕

H21 ７４．２兆円
４０．２兆円
〔54.2％〕

３４．０兆円
〔45.8％〕 <46.7％>

H22 ７７．４兆円
４３．７兆円
〔56.5％〕

３３．７兆円
〔43.5％〕 <45.3％>

H23 ７８．７兆円
４５．２兆円
〔57.4％〕

３３．５兆円
〔42.6％〕 <44.6％>

H24 ８０．８兆円
４７．０兆円
〔58.2％〕

３３．８兆円
〔41.8％〕 <43.9％>

H25 ８５．９兆円
５１．２兆円
〔59.6％〕

３４．７兆円
〔40.4％〕 <42.7％>

H26 ９３．９兆円
５７．８兆円
〔61.6％〕

３６．０兆円
〔38.4％〕 <40.9％>

H27見込 ９８．３兆円
６０．２兆円
〔61.2％〕

３８．２兆円
〔38.8％〕 <41.0％>

H28計画 １００．０兆円
６１．２兆円
〔61.2％〕

３８．８兆円
〔38.8％〕 <40.7％>

◎税源配分の推移

国民の租税（租税総額＝９３．９兆円）

国 税
（５７．８兆円）

61.6％

地方税
（３６．０兆円）

38.4％

地方の歳出
（純計ベース）
９７．８兆円

58.3％

地方交付税
国庫支出金等

国民へのサービス還元

国と地方の歳出総額（純計）＝１６７．８兆円

国の歳出
（純計ベース）
７０．０兆円

41.7％

（注）現在精査中であり、異動する場合がある。

（注）地方税には、超過課税及び法定外税等を含まない。

（注）国税は地方法人特別税を含み、地方税は地方法人特別譲与税を含まない。

（注） 地方税には、超過課税及び法定外税等を含まない。

（注） 枠外の＜＞は、国税に地方法人特別税を含まず、地方税に地方法人特別譲与税を含め
た場合の地方の配分比率である。

（注） 「H27見込」は国税においては補正予算額、地方においては推計額（H27.12時点）である。

法人事業税への

復元時ベース

◎国・地方の歳入歳出（平成26年度決算）
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（注）１　各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

　　　２　国税は予算額（特別会計を含む）、地方税は、超過課税及び法定外税等を含まない。

　　　３　国税は地方法人特別税を含み、地方税は地方法人特別譲与税を含まない。

〔
地
方
税
内
訳
〕

国税・地方税の税収内訳（平成28年度予算・地方財政計画額）

個人市町村民税

34.9％

72,150億円

個人

道府県民税

29.4％

53,118億円

個人住民税
32.3％

125,268億円

所得税

29.4％

179,750億円

法人市町村民税

9.1％

18,831億円

地方

法人二税

25.4％

45,955億円

地方法人二税

16.7％

64,786億円

法人税

20.0％

122,330億円

地方消費税

26.8％

48,529億円

地方消費税

12.5％

48,529億円

消費税

28.1％

171,850億円

固定資産税

42.2％

87,257億円

固定資産税

22.5％

87,257億円

自動車税

8.4％

15,248億円

軽油引取税

5.1％

9,245億円

都市計画税

6.0％

12,492億円

その他

7.8％

16,240億円

その他

4.9％

8,677億円

その他

16.0％

61,902億円

その他

22.5％

138,037億円

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000１０兆円 ２０兆円 ３０兆円 ４０兆円 ５０兆円 ６０兆円

・法人住民税 6.4％ 24,911億円

・法人事業税 10.3％ 39,875億円

・揮発油税 26,413億円
(地方揮発油税を含む)

・地方法人特別税 18,809億円

・相続税 19,210億円

・酒税 13,590億円

・印紙収入 10,520億円

・たばこ税 9,230億円
（このほか、たばこ特別税 1,428億円）

・自動車税 15,248億円

・都市計画税 12,492億円

・地方たばこ税 10,670億円

・軽油引取税 9,245億円

国 税

611,967億円

地方税合計

387,742億円

道府県税

180,772億円

市町村税

206,970億円

〔
地
方
税
内
訳
〕
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　　（注）１　各税目の％は、地方税・道府県税・市町村税それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

　　　　　２　数値は、超過課税及び法定外税等を含まない。

　　　　　３　地方法人二税には、地方法人特別譲与税を含まない。

地方税の税収内訳（平成28年度地方財政計画額）

387,742億円

地方税合計

個人住民税

32.3％

125,268億円

地方法人二税

16.7％

64,786億円

固定資産税

22.5％

87,257億円

その他

16.0％

61,902億円

道府県税

180,772億円

個人道府県民税

29.4％

53,118億円

地方法人二税

25.4％

45,955億円

市町村税

206,970億円

個人市町村民税

34.9％

72,150億円

固定資産税

42.2％

87,257億円

その他

4.9％

8,677億円

（その他の主な内訳）

・不動産取得税 2.0%  3,669億円

・道府県たばこ税 0.8%  1,499億円

・自動車取得税 0.6%  1,075億円

地方消費税

26.8％

48,529億円

自動車税

8.4％

15,248億円

その他

7.8％

16,240億円

（その他の主な内訳）

・市町村たばこ税 4.4%  9,171億円

・事業所税 1.7%  3,612億円

・軽自動車税 1.2% 2,442億円

都市計画税

6.0％

12,492億円

軽油引取税

5.1％

9,245億円

地方消費税

12.5％

48,529億円

法人市町村民税

9.1％

18,831億円

０ ５兆円 10兆円 15兆円 20兆円 25兆円 30兆円 35兆円
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　　（注）１　表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まない。
　　　　　２　平成26年度までは決算額、27年度は推計額（H27.12時点）、28年度は地方財政計画額である。
　　　　　３　このほか、平成21年度以降、地方法人特別譲与税が国から都道府県に対して譲与されている。
　            （㉑ 0.6兆円、㉒ 1.4兆円、㉓ 1.5兆円、㉔ 1.7兆円、㉕ 2.0兆円、㉖ 2.4兆円、㉗2.2兆円、㉘1.9兆円）

22.7
24.0

26.4

29.2
30.9

32.5
34.1 33.7 32.9

32.0
33.1

34.5
35.6 35.4

34.5 35.0 35.0

32.9

32.2
33.0

34.2
35.8

39.5
38.9

34.0 33.7 33.5 33.8
34.7

36.0

38.2
38.8

15

20

25

30

35

40

60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

兆円

約３兆円の
税源移譲

年度
0

推計計画

地方税収（地方財政計画ベース）の推移
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　　　　　　　（注）　１　表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まない。
            　２ 平成26年度までは決算額、27年度は推計額（H27.12時点）、28年度は地方財政計画額である。
　　　 　   　３ 地方法人二税の平成21年度以降の点線は、国から都道府県に対して譲与されている地方法人特別譲与税を加算した額。
　         　     （㉑ 0.6兆円、㉒ 1.4兆円、㉓ 1.5兆円、㉔ 1.7兆円、㉕ 2.0兆円、㉖ 2.4兆円、㉗ 2.2兆円、㉘1.9兆円）

6.6 

7.1 

7.7 

8.4 

9.1 

10.6 
11.3 

11.5 11.4 

10.0 
10.2 

9.6 

10.4 

9.3 

9.1 

9.7 9.5 

8.6 
8.1 8.0 

8.3 

9.1 

6.2 6.2 

7.4 

8.9 

10.0 

9.6 9.7 8.2 

7.1 
6.6 6.8 

8.2 
7.8 

6.9 

6.1 
6.5 

6.7 

5.7 
6.0 

6.7 

7.6 

8.7 
9.2 

8.4 

4.1 
4.4 4.5 

4.7 
5.1 

5.8 
6.2 

6.5 

4.1 
4.6 

4.9 
5.2 

5.6 
5.9 

6.5 

7.1 

7.5 
7.9 

8.3 8.7 8.7 

9.0 

9.2 

8.9 9.0 

9.0 8.6 8.7 8.7 

8.4 

8.6 

8.7 8.7 8.8 8.8 

8.5 8.5 8.6 8.5 8.7 

0.8 

2.6 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 
2.6 2.6 2.6 2.6 2.5 2.4 

2.6 2.6 2.6 2.6 
3.1 

4.9 4.9 

12.3 
12.6 12.4 

11.5 
11.3 

11.7 
12.1 

12.3 12.4 12.5 

4.7 

5.8 6.0 
6.4 

7.1 

8.2 
8.4 8.4 

0.0

5.0

10.0

15.0

６０ 

年度 

６１ ６２ ６３ 元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ 

推計 

２８ 

計画 

12.1 

主要税目（地方税）の税収の推移 

地方法人二税 

固定資産税 

地方消費税 

（兆円） 

所得譲与税 
 3.0兆円 

個人住民税 

地方法人特別譲与税を含む 
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T0023500
テキスト ボックス
資料2-5


T0023500
テキスト ボックス
主要税目（地方税）の税収の推移


T0023500
テキスト ボックス
注　総務省資料より抜粋。
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　法人住民税
　法人事業税




○　国と地方の役割分担（平成26年度決算）
　＜歳出決算・最終支出ベース＞

100
99
98
97
96
95
94
93
92
91
90
89
88
87
86
85
84
83
82
81
80
79
78
77
76
75
74
73
72
71
70
69
68
67
66
65
64
63
62
61
60
59
58
57
56
55
54
53
52
51
50
49
48
47
46
45
44
43
42
41
40
39
38
37
36
35
34
33
32
31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6
5
4
3
2
1

（注）（　　）内の数値は、目的別経費に占める国・地方の割合
　　　計数は精査中であり、異動する場合がある。

そ　の　他

○港湾

地
　
　
　
　
方

分 野 公　共　資　本 教　　育 福　　祉

国

都
 
道
 
府
 
県

○国道（国管理以外）
○都道府県道
○一級河川(国管理以外)
○二級河川
○港湾
○公営住宅

　決定

　学校
○生活保護（町村の区域）
○児童福祉
○保健所

○高等学校・特別支援

○小・中学校教員の給
　与・人事
○私学助成(幼～高)
○公立大学(特定の県)

○警察
○職業訓練

○高速自動車道
○国道
○一級河川

○大学
○私学助成（大学）

○医薬品許可免許
○医師等免許
○社会保険 ○防衛

○外交
○通貨

○市街化区域、調整区域

○小・中学校 ○生活保護（市の区域） ○戸籍
　(用途地域、都市施設) ○幼稚園 ○児童福祉 ○住民基本台帳
○都市計画等

○国民健康保険 ○消防
○準用河川 ○介護保険
○市町村道

国と地方との行政事務の分担

(79)

(66)

(73)

国

土

開

発

費

(74)

災

害

復

旧

費

等

(48)
農
林
水
産
業
費

(65)

商

工

費

(88)

学

校

教

育

費

(75)
社
会
教
育
費
等

(70)

民

生

費
（
年
金
関
係
除
く
）

(49)
(37)

公

債

費

(96)

恩

給

費

(63)(19) (21)(100)(34) (27)

(26)

(52) (12) (25) (30)

(100)

民

生

費

の

う

ち

年

金

関

係

(1.1)

(51)

(4)
(0.02

(99.98)

機関費

11.7%

国土保全

及び開発費

10.5%

産業

経済費

6.8%
教育費

11.7%

社会保障関係費

32.8%
恩給費
0.3%

公債費

21.4%
その他
1.8%

(35)
防
衛
費

合計

(42)

(58)

地
方

国
司

法

警

察

消

防

費

(81)

一

般

行

政

費

等
国
土
保
全
費

防衛費

3.0%

(98.9)
衛
生
費

住
宅
費
等

167.8兆円

70.0兆円

97.8兆円

（注）（　　）内の数値は、目的別経費に占める国・地方の割合
　　　計数は精査中であり、異動する場合がある。

そ　の　他

○港湾

地
　
　
　
　
方

分 野 公　共　資　本 教　　育 福　　祉

国

都
 
道
 
府
 
県

○国道（国管理以外）
○都道府県道
○一級河川(国管理以外)
○二級河川
○港湾
○公営住宅

　決定

　学校
○生活保護（町村の区域）
○児童福祉
○保健所

○高等学校・特別支援

○小・中学校教員の給
　与・人事
○私学助成(幼～高)
○公立大学(特定の県)

○警察
○職業訓練

○高速自動車道
○国道
○一級河川

○大学
○私学助成（大学）

○医薬品許可免許
○医師等免許
○社会保険 ○防衛

○外交
○通貨

○市街化区域、調整区域

○小・中学校 ○生活保護（市の区域） ○戸籍
　(用途地域、都市施設) ○幼稚園 ○児童福祉 ○住民基本台帳
○都市計画等

○国民健康保険 ○消防
○準用河川 ○介護保険
○市町村道

国と地方との行政事務の分担

○下水道 ○保健所（特定の市）

市
 
町
 
村

○上水道
○公営住宅 ○ごみ・し尿処理
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注　総務省ホームページより抜粋。


T0523143
テキスト ボックス

○　我が国の内政を担っているのは地方公共団体であり、国民生活に密接に関連する行政は、そのほとんどが地方団体の
　手で実施されている。
○　その結果、政府支出に占める地方財政のウェートは国と地方の歳出決算・最終支出ベースで約３／５となっている。
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○　国と地方との行政事務の分担




地方財政計画 （平成28年度）【 85兆7,593億円 】

　

　

　

　

　

そ　　の　　他
26,698

地　 方 　費　　

まち・ひと・しごと創生事業費

10,000 地　　方　　費　　　　　 　  

 地　　方　　費   

公　債　費
128,051

地　　方　　費  

公営企業繰出金
25,143

企業債の元利償還に係るもの 15,905
上　記　以　外  9,238

重点課題対応分　2,500 地　　方　　費　　　　　 　  
地域経済基盤強化・
雇用等対策費

地　　方　　費　　　　　 　  

投　資　的
経　　　 費

112,046

直轄・補助

(公共事業等)

57,705

直轄事業負担金　  5,677

国      　　 費 　  　26,343

地    方    費　　   25,685

地方単独
54,341

一般行政
経　　　費

357,931

補　　助
190,004

国　　　　   費 　　 85,289

地    方    費　　 104,715

地方単独
140,374

国の事業団等への出資金等　　　1,821

　　　地　　方　　費　　　  

138,553

国保・後期高齢者

15,053 地　　方　　費　　　　　 　  

給与関係
経　　　費

203,274

補　　助
56,464

国　　       費 　　 15,543

地    方    費　　  40,921

地方単独
146,810

地    方    費　　  50,498

地　 方 　費

96,312

　

清掃、農林水産業、道路橋りょう、河川海岸、都市計画、
公立高校 など
(注) その他には、小・中学校、ごみ処理施設、社会福祉

施設、道路等の事業で、いわゆる国庫補助事業の継
ぎ足し単独や補助事業を補完する事業等、国庫補助
と密接に関係する事業も含まれる。

警察・消防の運営費、ごみ処理、道路・河川・公園等の維持
管理費、予防接種、乳幼児健診、義務教育諸学校運営費、
私学助成、戸籍・住民基本台帳 など

都道府県財政調整交付金、保険基盤安定制度（保険料
軽減分）、国保財政安定化支援事業

生活保護、介護保険（老人ﾎｰﾑ、ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ等)、
後期高齢者医療、障害者自立支援 等

小中学校教職員等

上下水道、病院（高度医療等）等

（単位 ： 億円）

ケースワーカー、
公立保育所保育士等の福祉関係職員 等

4,450

地方警察官 21,150
消防職員 12,240
高校教職員 17,108
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○　国庫補助関連事業（約32.1兆円）、国が法令等で基準を設定しているもの（警察官や高校教員数など）、国が法令　　でその実施を義務付けているもの（戸籍、保健所、ごみ処理など）が、地方一般歳出の大部分を占めている。
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地方税収と地方財政の財源不足の状況

注 総務省ホームページより抜粋し作成。 

地方税収の構成 
（平成28年度地方財政計画額） 

地方財政の財源不足の推移 

 平成28年度における地方財政は、社会保障関係費の 

自然増や公債費が高い水準で推移することなどにより、 

５．６兆円の財源不足の見込みとなった 

 ・地方税収（３８．８兆円）の約１４％ 

 ・地方財政計画総額（通常収支分：８５．８兆円） 

    の約６．５％ 

注１ 各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合 

  の構成比である。 

 ２ 道府県税及び市町村税は超過課税、法定外税等を 

  含まない。 

 ３ 個人道府県民税は利子割、配当割、株式等譲渡所 

  得割を含み、法人事業税は地方法人特別譲与税を含 

  まない。 

 ４ 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、計と 

  は一致しない場合がある。 
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注１ 平成28年度地方財政計画に基づき作成。 

 ２ 表示単位未満四捨五入により合計等が一致しない箇所がある。 

 ３ （ ）内は平成27年度地方財政計画の数値。 

 ４ 「地方債等」は、財源対策債を除く。 

給与関係経費
20.3

(20.3)

一般行政経費
35.8

(35.1)

投資的経費
11.2

(11.0)

公債費
12.8

(13.0)

その他
5.2

(5.1)

国庫支出金
13.2

(13.1)

地方債等
10.1
(9.9)

地方交付税
16.7

(16.8) 

うち折半対象財源不足 0.5(2.9)

【国】特例加算

【地方】臨時財政対策債（折半ルール分）

【国】

【地方】

臨時財政対策債（元利償還分）3.5(3.1)

財源対策債 0.8(0.8)

うち法定加算等 0.8(1.1) 財源不足

5.6

(7.8)

地域経済基盤強化・雇用等対策費 0.4 (0.8)

地方一般財源総額 61.7(61.5)

地方税・地方譲与税等

41.3

(40.3)

平成28年度地方財政収支 

歳出 

85.8兆円 
(85.3兆円) 

歳入 

85.8兆円 
(85.3兆円) 

(単位：兆円) 
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注１ 総務省ホームページにより作成。 

 ２ 国税は特別会計分を含み、地方税は超過課税分及び法定外税を含む。また、国税は地方法人特別税を含み、地方税は地方法人特別譲与税を含まない。 

 ３ 表示単位未満四捨五入により合計等が一致しない箇所がある。 

国・地方の主な税目及び税収配分の概要 

所得税

16.8兆円

法人税

11.0兆円

その他

3.2兆円

消費税

16.0兆円

揮発油税

2.5兆円
酒税

1.3兆円 たばこ税

自動車重量税

等

4.1兆円

相続税

1.9兆円

その他

1兆円

法人事業税

3.0兆円

個人道府県民税

5.1兆円

法人道府県民税

道府県税利子割

等

1.3兆円

地方消費税

3.1兆円

自動車税

1.6兆円

軽油引取税

自動車取得税

等

1.2兆円

不動産取得税

0.4兆円

個人市町村民税

7.1兆円

法人市町村民税

2.4兆円

市町村たばこ税

軽自動車税

等

1.2兆円

固定資産税

8.8兆円

都市計画税

1.2兆円

事業所税

等

0.4兆円

 国 
57.8兆円 

61.1% 

道府県 
15.7兆円 

16.6% 

市町村 
21.1兆円 

22.3% 

国

31.0兆円
62.1%道府県

9.4兆円
18.8%

市町村

9.6兆円
19.1% 国

23.9兆円
77.2%

道府県

5.9兆円
19.0%

市町村

1.2兆円
3.8%

国

2.9兆円
21.3%

道府県

0.4兆円
3.0%

市町村

10.4兆円
75.7%

所得課税 31.0兆円 53.6% 消費課税 23.9兆円 41.4% 資産課税等 

 2.9兆円 

  5.0% 

所得課税 9.4兆円 59.8% 消費課税 5.9兆円 37.6% 資産課税等 

 0.4兆円 

 2.6% 

所得課税 9.6兆円 45.3% 消費課税 

1.2兆円 

5.5% 

資産課税等 10.4兆円 49.2% 

所得課税 

49.9兆円 
消費課税 

31.0兆円 

資産課税等 

13.7兆円 

<国・都道府県・市町村税収計：94.6兆円>（平成26年度決算額による） 

12


